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原子力
基礎工学研究・評価委員会
参考 
2
)独立行政法人日本原子力研究開発機構の中期目標を達成するための計画（中期計画）
(原子力基礎工学研究関連部分を抜粋)
【第1期：平成17 年10 月1 日～平成22 年3 月31 日】
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき措置
(略)
1．エネルギーの安定供給と地球環境問題の同時解決を目指した原子力システムの研究開発
(略)
(3)原子力システムの新たな可能性を切り開くための研究開発
1)分離・変換技術の研究開発
原子力利用に伴う高レベル放射性廃棄物の処分に係るコストを合理的に低減することを目指し、高速増殖炉サイクル技術並びに加速器駆動システム(ADS)を用いた分離変換技術の研究を、分離技術と核変換技術の整合性を保ちつつ進める。また、廃棄物処分における分離変換技術の導入シナリオ、導入効果の検討を進める。
① 分離技術の研究では、いずれの方法にも適用可能な技術基盤として、マイナーアクチノイド(MA)や長寿命核分裂生成物(LLFP)、発熱性核分裂生成物の適切な分離を達成できるプロセス技術に関する基盤データを取得する。これらの成果をもとに、コストを低減可能な新しい分離プロセス概念を構築、提示する。
② 核変換技術の研究開発では、核変換の対象となるMA やLLFP の核データ整備、核設計コードの整備及び炉物理実験による設計精度の向上を進める。また、MA 含有燃料の物性取得やLLFP 含有ターゲットの試作により、核変換技術の基盤構築に資する。
ⅰ 高速増殖炉サイクル技術を用いた方法については、MA 含有燃料ペレットの試作及び照射試験等、高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究で実施している要素技術の研究等を基に、高速増殖炉技術による分離変換システムを構築、提示する。
ⅱ 加速器駆動システム(ADS)を用いた方法については、システムの概念検討と共に、核破砕ターゲット用材料、超伝導陽子加速器の要素技術、鉛ビスマス関連要素技術の研究を進め、成立性の高い核変換技術を構築、提示する。ADS 用燃料サイクル技術の研究として、MA 高含有窒化物燃料及び乾式処理プロセスの技術的成立性評価に資するデータを取得する。
これらの実施にあたっては外部資金の獲得に努める。
(略)
3)核融合エネルギーを取り出す技術システムの研究開発
(略)
②炉心プラズマ研究開発及び核融合工学研究開発
(略)
(前略)　構造材料の研究開発では、低放射化フェライト鋼について高中性子照射線量の照射条件での材料特性等のデータを蓄積し、原型炉への適用可能性を評価する。(後略)
(略)
3．原子力の研究、開発及び利用の安全の確保と核不拡散に関する政策に貢献するための活動
(1)安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援
(略)
4)材料劣化・高経年化対策技術に関する研究
高経年化機器の健全性確認に資するため、確率論的破壊力学解析手法等を整備する。放射線による材料劣化挙動について照射実験を行い、機構論的な経年変化の予測手法及び検出手法を整備するとともに炉内構造物の健全性評価に必要な照射誘起応力腐食割れ(IASCC)に関する照射後試験データベースの構築に寄与する。
(略)
5．原子力の研究、開発及び利用に係る共通的科学技術基盤の高度化
(1)原子力基礎工学
我が国の原子力研究開発の基盤を形成し、新たな原子力利用技術を創出するため、以下の原子力基礎工学研究を実施する。なお、実施に当たっては外部資金の獲得に努める。
1)核工学研究
大規模モックアップ臨界試験を必要としない先進的な核設計技術の確立を目指し、高精度炉物理解析コードシステム及び核設計誤差評価システムを開発する。
核計算の信頼性向上のため、燃料の高燃焼度化に伴い、従来よりも重要性が増すFP 核種やMA 核種を中心とした核データの評価により、誤差データの充実した汎用評価済み核データライブラリーJENDL-4 を完成させる。
2)炉工学研究
大規模熱流動実験を必要としない高精度かつ低コストの炉心熱設計手法の実現を目指し、炉心内沸騰二相流に対する機構論的解析手法の開発に目途をつける。また、中性子ラジオグラフィ法、光ファイバー等を用いた3 次元熱流動計測技術を開発し、解析手法検証用実験データを取得する。
さらに、将来の原子力システムの熱工学的成立性を評価するために必要な熱データベースを取得する。
3)材料工学研究
水冷却の原子力システムで使用される炉心材料の経年劣化型現象を支配する照射下の水-材料界面反応の機構を解明し、材料の使用限界を評価するとともに、耐照射性材料の開発を進める。
原子炉材料の照射誘起応力腐食割れ(IASCC)機構の解明に必要な照射材の基礎的な材料挙動に関する知見を取得するとともに、原子力用ステンレス鋼の応力腐食割れ(SCC)の支配因子を探索する。
各種原子力材料の照射挙動のデータの取得及び評価を行い、機器の健全性評価等に有効な微細組織変化や延性破壊に係る照射挙動シミュレーションコード開発の見通しを得る。
再処理施設用材料の高度化のために、放射線場の硝酸溶液中の腐食や環境割れの予測技術、監視技術及び防食技術の高性能化を図る。
4)核燃料・核化学工学研究
湿式再処理の技術基盤を強化することを目的に、湿式プロセスにおけるアクチノイド元素等の挙動データを取得・整備する。ウラン前段高除染分離、アクチノイド一括分離、MA/Ln 分離等に適した新規抽出剤を開発し、物性データを取得して溶媒抽出挙動を評価するとともに、アクチノイドの効率的分離のための新しい分離手法の基盤データを取得する。
高プルトニウム富化MOX 燃料の照射挙動評価に必要な熱的及び機械的物性を測定する。
5)環境工学研究
放射性物質等の環境負荷物質の動態を解明するために、包括的予測モデル・システムを構築する。また、加速器質量分析法等による環境試料中極微量核種分析を行い、日本海物質循環予測モデルを開発する。さらに、10-12～10-15g領域極微量核物質同位体比測定法、ウラン含有微粒子(直径1μm以下)検出法等を開発する。
6)放射線防護研究
小動物の中性子線量データを人体に外挿する手法、臨界事故時線量計算システム及び国際放射線防護委員会(ICRP)が提案する最新モデルに基づく線量評価法を開発し、線量評価法の信頼性を向上させる。また、放射線管理技術開発として、単色中性子校正場の確立をはじめ、多様な被ばく形態に対応した放射線校正技術及び放射線計測技術の開発を行う。
7)放射線工学研究
遮蔽基礎データを取得し、遮蔽設計法及び放射線挙動解析手法を開発する。
放射性廃棄物の資源化を目指して、放射性核種を線源とする放射線触媒反応による有害物質の無害化技術等を探索する。
8)シミュレーション工学研究
グリッド技術による並列分散計算技術を開発し、原子力施設の耐震性評価用仮想振動台を構築する。原子炉材料のき裂進展、核燃料の細粒化現象の機構解明や、原子力分野におけるナノデバイスの開発に貢献するため、ミクロからマクロに至る計算手法を統合したマルチスケーリングモデル手法を構築する。低線量放射線影響の解明に貢献するため、IT を活用したゲノム情報解析用データベースを構築し、DNA 修復タンパク質の機能を解明するとともに、DNA 損傷・修復シミュレーションの高度化を進める。さらに、超高速ネットワークコンピューティングに関する技術開発と次世代ハードウェア技術による専用シミュレータ基盤技術の開発を行い、超高速コンピューティングニーズに効率的に対応できるシステムを構築する。
(略)
7．産学官との連携の強化と社会からの要請に対応するための活動
(略)
(6)産学官の連携による研究開発の推進
産学との連携を強化し、社会のニーズを踏まえた研究開発を推進するためにプラットフォーム的役割を担う枠組みを構築し、我が国の原子力研究開発の中核機関としての機能、成果の利用促進機能の発揮に努める。
産業界との連携に関しては、共同研究、技術移転、技術協力等を効率的に行う他、産業界との実務レベルでの定期的な意見交換を実施する。
軽水炉技術の高度化については、機構の保有する原子力基礎工学研究の技術的ポテンシャル及び施設・設備を効果的かつ効率的に活用し、改良軽水炉技術開発等に産学と連携した課題設定を行い拠点的に取組む仕組みを構築することにより、関係行政機関、民間事業者等の取組みに協力する。
(略)
Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
3．産業界、大学等、関係機関との連携強化による効率化
(略)
研究課題の設定や研究内容に関して、産業界との意見交換の場を設ける等により、産業界、大学及び関係行政機関の意見・ニーズを適切に反映するとともに適正な負担を求め、効果的・効率的な研究開発を実施する。
(略)
【第2期：平成22 年4 月1 日～平成27 年3 月31 日】
前文
(略)
機構は、平成23 年（2011 年）3 月11 日に発生した東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故（以下「福島第一原子力発電所事故」）からの復旧対策、復興に向けた取組への貢献を重要事業と位置づけ、我が国唯一の総合的原子力研究開発機関としてその科学的技術的専門性を最大限活用して積極的に取り組むこととする。
なお、福島第一原子力発電所事故への対処に係る研究開発を優先して重点的に取り組むことに伴い実施を見送っている取組や、「もんじゅ」の40％出力プラント確認試験を始め、福島第一原子力発電所事故を受けて原子力政策及びエネルギー政策が見直されることとなったこと等に伴い、実施を見送っている取組に関する中期計画については、今後とりまとめられる原子力政策及びエネルギー政策の見直しの議論の結果を踏まえて見直す。また、我が国の原子力施設において再び重大な事故が起こらないようにするための研究開発など強化が求められている取組に関する中期計画についても、今後の関係行政機関における議論や事業者等の要望を踏まえ、上記と併せて見直す。
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置
1．福島第一原子力発電所事故への対処に係る研究開発
我が国唯一の総合的な原子力研究開発機関として、人的資源や研究施設を最大限活用しながら、福島第一原子力発電所1〜4 号機の廃止措置等に向けた研究開発及び環境汚染への対処に係る研究開発を確実に実施する上で必要な研究開発課題の解決に積極的に取り組むこととする。
また、機構の総合力を最大限発揮し、研究開発の方向性の転換に柔軟に対応できるよう、各部門・拠点等の組織・人員・施設を柔軟かつ効果的・効率的に再編・活用する。
さらに、産学官連携、外国の研究機関等との国際協力を進めるとともに、中長期的な研究開発及び関連する活動等を担う人材の育成等を行う。
(1) 廃止措置等に向けた研究開発
(略)
(2) 環境汚染への対処に係る研究開発
(略)
4．エネルギー利用に係る技術の高度化と共通的科学技術基盤の形成
(略)
(3) 原子力基礎工学研究
我が国の原子力研究開発の科学技術基盤を維持・強化し、新たな原子力利用技術を創出する。そのため、産学官連携の研究ネットワークを形成するなどして、産業界等のニーズを踏まえつつ、適切に研究開発を進める。
1) 核工学・炉工学研究
加速器利用や核燃料サイクル等からのニーズに対応して、評価済み核データライブラリJENDL のエネルギー範囲を拡張するとともに、大強度中性子ビーム等を適用した核データ測定技術を開発する。また、アクチノイド核種等に関する炉物理実験データベースを拡充するとともに、核熱設計や構造体内熱応力の評価のための解析システムを開発する。
原子力及び産業利用分野からの要求に対応して、中性子を利用した熱流動計測技術の応用範囲を拡大する。
2) 照射材料科学研究
軽水炉材料の応力腐食割れ挙動、高速炉や核融合炉材料の高照射量領域での力学的特性変化の評価に資するため、研究炉などによる加速試験条件と実炉条件の違いを考慮した材料劣化機構のモデルを構築する。再処理機器材料の腐食特性に対する微量不純物の分布の影響を明らかにし、耐食性改善方法を提示する。
3) アクチノイド・放射化学研究
MA 含有燃料技術の基盤を形成するため、データベース作成に必要なMA 含有物質系の熱物性データを取得する。湿式分離プロセス及び廃棄物処理プロセスの安全性向上のために、データベースを拡充する。溶液中の難分析長寿命核種の分析法や、放射性廃液浄化・有価物回収の新技術を開発する。
関係行政機関からの要請に基づき、保障措置技術に必要な環境試料中のPu やMOX 粒子の同位体比分析法や粒子中のPu の精製時期推定法を開発する。
4) 環境科学研究
原子力施設起因の放射性物質の環境分布を最適に評価するため、大気・陸域・海洋での包括的物質動態予測モデル・システムを原子力施設周辺地域に適用し、現地データによるモデルの妥当性検証に基づき改良する。また、核種濃度の時間・空間分布を評価可能なモデル検証用データを取得する。
5) 放射線防護研究
遮蔽設計、線量評価等の高度化のため、汎用的な粒子・重イオン輸送計算コードシステムの第1 版を完成する。ICRP2007 年勧告の取り入れに必要な線量換算係数データベースを完成する。また、DNA・細胞レベルでの放射線応答モデル及び生物学的線量評価法を開発する。
中性子測定器の校正の精度を向上させるため、中性子校正場に混在する目的外中性子及び光子線を評価する手法を開発する。
6) 計算科学技術研究
原子力施設の耐震性評価に資するため、グリッド等先端計算機システムを活用して、弾塑性解析技術を開発し、原子力施設全体において新基準地震動を用いた挙動解析を可能とする。
原子炉構造材料における劣化現象の解明、燃料関連アクチノイド化合物の物質特性の予測並びに高効率な熱電材料、電源材料及び超伝導材料の構造と機能の関係解明のための高精度シミュレーション技術を開発する。
7) 分離変換技術の研究開発
高レベル放射性廃棄物の処分に係る負担軽減を目指した分離変換技術について、原子力発電システム全体としての環境適合性、核拡散抵抗性、経済性等の観点から効果的な概念を提案する。
分離変換技術に関する基盤データの充足については、MA 分離及びSr-Cs 分離の基礎試験データ、廃棄物の放射線触媒反応への利用に関するデータ、加速器駆動システム（ADS）の成立性確証に資するデータ等を取得する。また、核変換システムの特性評価の信頼性向上に資するため、MA 装荷実験が可能な高速中性子系臨界実験装置の概念を提示する。
(略)
8．産学官との連携の強化と社会からの要請に対応するための活動
(略)
(7) 産学官の連携による研究開発の推進
幅広い分野で機構の成果や知的財産の産業界等での利用促進を図るため、原子力エネルギー基盤連携センターの持つ産学官連携プラットフォーム機能を強化する。
(略)
また、機構の保有する技術的ポテンシャル及び施設・設備を活用し、関係行政機関、民間事業者等が行う軽水炉技術の高度化等に貢献する。
(略)
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